
	 1		 1	 概観
中東・北アフリカ地域（以下「中東地域」と
いう。）は、欧州、サブサハラ・アフリカ、中
央アジア及び南アジアの結節点という地政学上
の要衝に位置する。世界の石油埋蔵量の約5割、
天然ガス埋蔵量の約4割を占め、世界のエネル
ギーの供給地としても重要であることに加え、
高い人口増加率も背景に、湾岸諸国を中心に経
済の多角化や脱炭素化を進めており、市場とし
ても高い潜在性を有している。
同時に中東地域は、歴史的に様々な紛争や対
立が存在し、今も多くの不安定要因・課題を抱
えている。近年では、イスラエルと一部のアラ
ブ諸国との国交正常化を始め、域内で関係改善
に向けた情勢の変化が見られていたが、10月
に発生したハマスなどによるイスラエルに対す
るテロ攻撃を発端とする一連の動きにより、イ
スラエル・パレスチナ問題の不安定性が再び顕
在化した。人質の即時解放、ガザ地区の危機的
な人道状況の改善、そして事態の早期沈静化が
急務となっており、日本も、関係国と緊密に連
携しつつ、人道支援や外交上の働きかけなど、
精力的に取り組んでいる。
ほかの一部の国・地域においても、緊張関係
や厳しい人道状況が根強く残っている。近年
は、イランをめぐり地域の緊張が高まっている
ことに加え、シリアにおける内戦も終息せず多
くの難民・国内避難民が生まれ、周辺国を含む
地域全体の安定に大きな影響を及ぼしている。
イエメンにおいても、イエメン政府、ホーシー
派などの当事者間で4月に全土での一時的な停
戦が実現したものの、10月にはこれが失効し、
厳しい人道状況が継続しているほか、11月以
降、紅海を始めとするアラビア半島周辺海域を

航行する民間船舶に対するホーシー派による攻
撃が相次いで発生している。前述のイスラエ
ル、パレスチナ情勢の飛び火により、更にこれ
らの事態が悪化し、地域が一層不安化すること
も懸念されている。さらに、アフガニスタンで
は、2021年8月のタリバーンによるカブール
制圧以降、深刻な人道状況が更に悪化してい
る。
2021年1月に成立した米国のバイデン政権

は、特に直近においては、ガザ情勢をめぐる地
域の緊張の高まり、危機的な人道状況への対応
に向け、イスラエルを始めとする関係国への働
きかけなど、精力的に取り組んでいる。また、
中国も中東地域との関係強化を進めており、3
月には、同国の仲介により、2016年以降断交
状態にあったイランとサウジアラビアが外交関
係の正常化に合意したことが発表された。
日本は、原油の9割以上を中東地域から輸入

しており、日本の平和と繁栄のためにも、中東
地域の平和と安定を促進し、中東地域諸国との
良好な関係を維持、強化していくことが、極め
て重要である。こうした観点から、日本は、近
年、経済、政治・安全保障、文化・人的交流を
含めた幅広い分野で、中東地域諸国との関係強
化に努めている。岸田総理大臣は7月にサウジ
アラビア、アラブ首長国連邦（UAE）及びカ
タールを訪問した。各国首脳などとエネルギー
や脱炭素分野を始めとする様々な分野での協力
に加え、地域・国際情勢や二国間関係など、幅
広い議題について議論した。林外務大臣は9月
にヨルダン、エジプト及びサウジアラビアを訪
問した。エジプトでは二国間行事に加えて、第
3回日・アラブ政治対話を開催し、アラブ連盟
加盟21か国・1機関との間で更なる協力強化
を確認したほか、地域・国際情勢について意見
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交換を行った。サウジアラビアでは第1回日・
GCC（湾岸協力理事会）1外相会合を開催し、
二国間関係のみならず、地域協力機構との関係
強化に努めた。また、イスラエル・パレスチナ
情勢を受けて、上川外務大臣は10月にエジプ
トを訪問してカイロ平和サミットに出席、11
月にはイスラエル、パレスチナ及びヨルダンを
訪問し、12月にはジュネーブでイラン、ヨル
ダン、レバノンと外相会談を実施し、事態の早
期沈静化、一般市民の安全確保や人道状況の改
善に向けて各国との間で会談を行い、地域の安
定に向けた緊密な連携を確認した。加えて、ウ
クライナ情勢を受けてエネルギー市場が不安定
化する中、湾岸諸国に対しては、電話会談も含
め、国際原油市場の安定化に向けたハイレベル
での働きかけを繰り返し行った。
2023年には、トルコ南東部を震源とする地
震（2月）、モロッコ中部における地震（9月）、
リビア東部での洪水（9月）、アフガニスタン
西部における地震（10月）を始めとする複数
の自然災害が中東地域において発生し、甚大な
被害をもたらした。これらの被害について、日
本は国際機関を通じたものを含め、様々な形で
人道支援を決定、実施している。

1	 Gulf Cooperation Council（GCC）湾岸協力理事会：1981年にサウジアラビア、アラブ首長国連邦（UAE）、バーレーン、オマーン、カタール、
クウェートによって設立された。防衛・経済を始めとするあらゆる分野における参加国間での調整、統合、連携を目的としている。

2	 IDF：Israel Defense Forces

	 2		 2	 中東地域情勢

（1）中東和平

ア	中東和平をめぐる動き
2014年4月にイスラエル・パレスチナ間の

交渉が頓挫して以降、中東和平プロセスの停滞
は継続している。米国のバイデン政権発足後、
当事者間の協力再開の動きが一時見られ、ハイ
レベルでの接触など前向きな動きもあったが、
2022年12月末にイスラエルで極右政党を含
む連立政権が発足し、それ以降、エルサレムを
含め、イスラエル及びパレスチナにおいて暴力
行為や衝突が断続的に発生し、多数の死傷者が
出た。2023年5月にはガザのパレスチナ武装
勢力とイスラエル国防軍（IDF）2の武力衝突、
7月には西岸地区ジェニンでのIDFによる大規
模な掃討作戦が行われるなど、暴力の応酬が続
いた。
そうした中、10月7日にガザ地区からハマ

スなどパレスチナ武装勢力が、数千発のロケッ
ト弾を発射し、多数の戦闘員が、イスラエル側
検問・境界を破り、IDF兵士のほか、外国人を
含む市民を殺害・誘拐した。イスラエル側で
は、少なくとも1,200人が殺害され、4,500人
以上が負傷した。さらに、外国人を含む200
人以上がガザ地区に連れ去られ、人質になっ
た。これを契機に、IDFがガザ地区への大規模
な空爆を開始、その後ガザ地区内での地上作戦
を開始した。国連及びパレスチナ保健省の発表
によれば、2023年12月時点で、ガザ地区で
は、2万人以上の死者、5万人以上の負傷者が
発生し、住民の85%に当たる約190万人が避
難を余儀なくされた。
イスラエルの北部国境では、10月8日以降、

レバノンのヒズボッラー（反政府勢力）が国境
付近のIDF拠点及びイスラエル北部の主要都
市を砲撃、イスラエル領内に侵入し、IDFが反
撃するなどの武力衝突が続いた。10月19日以

第1回日・GCC外相会合に出席する林外務大臣
（9月7日、サウジアラビア・リヤド）
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降、イエメンのホーシー派がイスラエルに対
し、ミサイルや無人機などによる攻撃を断続的
に実施し、11月19日にはイエメン沖において
日本関係船舶が「拿

だ
捕」される事件が発生し

た。船舶に対する攻撃はその後も続き、世界経
済の重要なシーレーンである紅海及びその周辺
海域における船舶の自由な航行に重大な影響が
生じている。
軍事衝突が続く中で、カタール、エジプト、
米国による仲介で、11月22日、イスラエルと
ハマスは、人質解放をめぐる取引に合意し、
11月24日から30日までにイスラエル人人質
81人、外国人24人が解放され、イスラエルに
収監されていたパレスチナ人240人が釈放さ
れた。この間に戦闘が休止され、燃料を含む人
道支援物資のガザ地区への搬入が認められた。
しかし、12月1日、戦闘が再開され、IDFは
ガザ地区南部への地上作戦を開始した。IDF
は、ハマスなどが病院敷地内を含め地下トンネ
ルを構築し、軍事利用していると主張し、ガザ
地区各地の病院への作戦を実施した。
国連の場では、安全保障理事会（安保理）に
おいて4本の決議案が否決された後、11月15
日に、ガザ地区における児童の保護に焦点を当
て、人道的休止やハマスなどによる人質の即
時・無条件の解放の要請などを含む決議第
2712号が、12月22日に、ガザ地区に対する
人道支援の拡大と監視に関する決議第2720号
が採択された。日本は、安保理理事国の一員と
して、本決議の採択のため積極的に取り組ん
だ。また、国連総会においては、10月27日に
人道的休戦などを求めるヨルダン提案の決議
案、12月12日に人道的停戦などを求めるエジ
プト提案の決議案がそれぞれ賛成多数で採択さ
れた。さらに、同月29日、南アフリカがイス
ラエルを国際司法裁判所（ICJ）に提訴し、イ
スラエルに対する暫定措置を要請したことを受
け、2024年1月26日、ICJは、イスラエルに
対し、ガザ地区のパレスチナ人との関係におい
て、ジェノサイド及びその扇動を防ぐための措

3	 JAIP：Jericho Agro-Industrial Park
4	 CEAPAD：Conference on cooperation among East Asian countries for Palestinian Development

置をとること、緊急に必要とされる基本的サー
ビス及び人道支援を供給することを可能とする
措置をとることなどを命じる暫定措置命令を発
出した。

イ	日本の取組
日本は、国際社会と連携しながら、イスラエ

ル及びパレスチナが平和的に共存する「二国家
解決」の実現に向けて、関係者との政治対話、
当事者間の信頼醸成、パレスチナ人への経済的
支援の3本柱を通じて積極的に貢献してきてい
る。
日本独自の取組としては、日本、パレスチ

ナ、イスラエル、ヨルダンの地域協力により、
パレスチナの経済的自立を中長期的に促す「平
和と繁栄の回廊」構想を推進している。2023
年末時点において、旗艦事業のジェリコ農産加
工団地（JAIP）3ではパレスチナ民間企業14社
が操業し、約200人の雇用を創出している。
また、「パレスチナ開発のための東アジア協力
促進会合（CEAPAD）4」を通じて東アジア諸国
のリソースや経済発展の知見を動員し、パレス
チナの国造りを支援している。
10月7日以降のイスラエルとハマスなどパ

レスチナ武装勢力の武力衝突を受けて、日本
は、ハマスなどによるテロ攻撃を断固として非
難し、イスラエルが国際法に従って自国及び自
国民を守る権利を有することを確認した上で、
人質の即時解放・一般市民の安全確保、全ての
当事者が国際法に従って行動すること、事態の
早期沈静化を一貫して求め、戦闘休止及び人道
支援活動が可能な環境の確保に向けた積極的な
外交努力を行ってきた。岸田総理大臣は、12
月の国連気候変動枠組条約第28回締約国会議
（COP28）の機会にエジプト、イスラエル、
カタール、ヨルダン、イラン、トルコとの間で
首脳会談を行い（イランは電話会談）、事態の
早期沈静化などに向けた連携・意思疎通を確認
した。上川外務大臣は、10月21日、カイロ平
和サミットに出席したほか、11月3日から4
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日にイスラエル、パレスチナ、ヨルダンを訪問
し、各国・地域との間で外相会談などを行っ
た。またG7の枠組みでも、11月のG7外相会
合においてイスラエル・パレスチナ情勢につい
て率直な議論を外相間で行い、11月29日には
「イスラエル及びガザ情勢に関するG7外相声
明」を発出した。国連においても、安全保障理
事会がその責務を果たせるよう、安保理の一員
として、ガザ地区に対する人道支援の拡大と監
視に関する決議の採択に向けて精力的な働きか
けを行った。さらには、日本は、ガザ地区にお
ける危機的な人道状況の改善に向け、10月以
降、パレスチナに対する総額約7,500万ドルの
人道支援や独立行政法人国際協力機構（JICA）
を通じた物資支援などを表明し、実施してきて
いる。また、2024年1月26日のICJによる暫
定措置命令については、同月27日、外務省は、
「国連の主要な国際司法機関であるICJの暫定
措置命令は、当事国を法的に拘束するものであ
り、誠実に履行されるべきもの」である、「国
際社会における法の支配を重視する我が国とし
て、この機会に、ICJが果たしている役割に改
めて支持を表明」する、などの日本の立場を表
明する外務大臣談話を発表した。

（2）イスラエル

高度な先端技術開発やイノベーションに優れ
ているイスラエルは、日本の経済にとって重要

5	 PA：Palestinian Authority

な存在であると同時に、中東地域の安定にとっ
ても重要な国となっている。
2022年11月の総選挙後、ビンヤミン・ネ

タニヤフ氏が組閣指名を受け、同年12月末に
イスラエルで極右政党を含む連立政権が発足し
た。同政権の下では、これまで、司法制度改革
をめぐり国論が二分され、国内で大規模なデモ
が継続的に発生したほか、ヨルダン川西岸地区
では入植政策が推進され、パレスチナ人とイス
ラエル人入植者との間で繰り返し衝突が発生し
た。
10月7日に発生したハマスなどによるテロ

攻撃を受け、ネタニヤフ首相は「戦争状態」を
宣言、主要野党を含む形で挙国一致内閣を設置
し、ガザ地区に対する軍事作戦を開始した。
日本との関係では、3月に両国間の定期直行

便が運航開始したほか、2023年は「あり得べ
き日・イスラエル経済連携協定（EPA）に関
する共同研究会合」が3回開催された。また、
10月7日のテロ攻撃を受け、11月に上川外務
大臣がイスラエルを訪問し、ヘルツォグ大統領
やコーヘン外相と会談したほか、ハマスによる
テロ攻撃で亡くなった方や誘拐された方の御家
族と面会した。

（3）パレスチナ

パレスチナは、1993年のオスロ合意などに
基づき、1995年からパレスチナ自治政府
（PA）5がヨルダン川西岸及びガザで自治を開始
し、2005年大統領選挙でアッバース首相が大
統領に就任した。その後、大統領率いるファタ
ハと、ハマスとの間で関係が悪化し、ハマスが
ガザを武力で掌握した。2017年、エジプトの
仲介により、ガザにおけるパレスチナ自治政府
への権限移譲が原則合意され、また2022年に
はアルジェリアが仲介し、パレスチナ立法評議
会選挙の1年以内の実施などを掲げる、パレス
チナ諸派間の和解文書「アルジェ宣言」が署名
されたが、依然としてファタハが西岸を、ハマ
スがガザを支配する分裂状態が継続している。

カイロ平和サミットでスピーチをする上川外務大臣
（10月21日、エジプト・カイロ）
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日本との関係では、9月、林外務大臣がカイ
ロで日・アラブ政治対話の機会にマーリキー外
務・移民長官と外相会談を行ったほか、10月
7日のハマスなどによるイスラエルへのテロ攻
撃を受け、11月には上川外務大臣がパレスチ
ナを訪問し、同外務・移民庁長官と外相会談を
行った。

（4）アフガニスタン

アフガニスタンは、中東、中央アジア、南ア
ジアの連結点に位置し、歴史的に様々な宗教、
文化、民族が交錯してきた、地政学的に重要な
国である。
同国では、タリバーンが2021年8月に首都
カブールを制圧し、翌月に「暫定政権」の樹立
が発表されたが、民族・宗教的包摂性の欠如が
指摘されている。また、女子中等・高等教育の
停止、NGO・国連機関のアフガ二スタン人女
性職員の勤務停止などの女性・女児の権利の大
幅な制限に対し、国際社会は深刻な懸念を表明
している。また、治安は改善したものの、「イ
ラクとレバントのイスラム国（ISIL）」系組織
によるテロが各地で散発している。
こうした中、日本は、アフガニスタンが1990

6	 安保理において、特定の議題に関する議論を主導し、決議や議長声明などの文書を起草する理事国を指す。
7	 UNAMA（United Nations Assistance Mission in Afghanistan）：2002年、国連安保理決議1401号を根拠として設立され、アフガニスタン

政府に対する和平プロセスのための政治的戦略的助言などを任務としている。2021年8月のタリバーンによるカブール制圧以降もアフガニスタン
での活動を継続し、タリバーンへの働きかけや人道支援の調整などを行っている。

8	 アフガニスタンに関する「独立アセスメント」：2023年3月16日、国連安保理は、決議第2679号を通じ、アフガニスタンが直面する諸課題に対
処するための方途などに関する「独立アセスメント」の実施を国連事務総長に対して要請した。これを受け、4月、国連事務総長は、同アセスメン
トの取りまとめ役としてシニルリオール特別調整官（トルコ人）を任命した上で、独立アセスメントに関する報告書を作成させ、11月8日付で安
保理に提出した。同報告書は、国際社会とアフガニスタンとの間の信頼構築、主要課題に対処するための協力継続及びアフガニスタン人の間の対
話追求などを求めるとともに、国連事務総長によるアフガニスタン特使の任命を始め、アフガニスタンへの関与を強化するためのメカニズム構築
などを勧告している。

年代のように再び国際社会から孤立しテロの温
床となることを避ける観点から、タリバーンに
対し、女性や社会的少数者を含む全てのアフガ
ニスタン国民の社会・政治参加や、各種制限の
撤廃、及び、国際社会との建設的な関係構築を求
める直接的な関与を継続している。2023年は、
安保理非常任理事国として、また、アフガニス
タン情勢に関するペンホルダー6として、UAE
と共に関連決議の起草や調整を担い、国連アフ
ガニスタン支援ミッション（UNAMA）7に関す
る国連安保理決議第2678号の全会一致での採
択、国際社会のアフガニスタンへの関与の指針
を示す独立アセスメント8報告書による勧告の
実施に向けた同決議第2721号の採択などに貢
献した。
国連の発表によると、同国は、人口の約3分

の2が人道支援を必要としており、日本は、タ
リバーンによるカブール制圧以降も国際機関な
どを経由し、人道支援やベーシック・ヒューマ
ン・ニーズ（人間としての基本的な生活を営む
上で最低限必要なもの）に応える支援を継続し
てきた。2023年も、10月に発生した西部にお
ける大規模な地震被害に対して、JICAを通じ
た緊急援助物資の供与及び国際機関を通じた
300万ドルの緊急無償資金協力を実施したほ
か、12月には、令和5年度補正予算において
約5,840万ドルの追加的支援を決定した。これ
により、2021年8月以降の日本による支援額
は約4億7,000万ドル規模となった（2023年
末時点）。

（5）イラン

イランは、約8,500万人の人口と豊富な天然
資源を誇るシーア派の地域大国であり、日本と
は90年以上にわたり伝統的な友好関係を発展

日・パレスチナ外相会談（11月3日、パレスチナ・ラマッラ）
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させてきている。
同国は、米国のトランプ前政権によるイラン
核合意（包括的共同作業計画（JCPOA）9）から
の離脱を受け、2019年7月以降、核合意上の
コミットメントを段階的に停止する対抗措置を
とってきている。2023年末時点で、60%まで
の濃縮ウランの製造を行っており、保障措置問
題の一部が未解決であるほか、国際原子力機関
（IAEA）による抜き打ち査察を可能にしてい
た追加議定書の履行停止や、一部の特定の国籍
のIAEA査察官の指名撤回などを行っている。
日本は、イラン核合意を一貫して支持している
立場から、2023年3月のイランとIAEAとの
間の共同声明の完全かつ無条件の実施を含め、
イランによる建設的な対応を求めている。バイ
デン政権下では、米国及びイラン双方による核
合意への復帰に向けた様々な外交努力が行われ
てきたが、現時点で米国及びイランによる核合
意上のコミットメント遵守への復帰は実現して
いない（2023年12月末時点）。また、10月
18日には、イラン核合意の採択の日から8年
が経過したことを受け、イランの核問題に関す
る国連安保理決議第2231号に基づく一部の対
イラン措置に係る条項が期限を迎え、日本も同
条項に基づく措置を解除した。一方、日本は、
安保理決議の規定の有無にかかわらず、核兵器
運搬手段に関連するモノ及び技術の移転につい
て、外国為替及び外国貿易法に基づき厳格に対
応している。
このような中、イラン正規軍海軍によるマー
シャル諸島籍タンカー拿捕やイラン革命ガード
海軍によるパナマ籍タンカー拿捕事案が発生し
たほか、10月以降のイスラエル・パレスチナ
情勢を受け、イランに近いとされる勢力による
シリア及びイラク領内の米国権益への攻撃や紅
海及びその周辺海域での船舶に対する攻撃が発
生したほか、米国による報復攻撃、シリアにお
けるイラン革命ガード上級軍事顧問の殺害、ソ
レイマニ元革命ガード司令官の追悼集会中の爆
発事案、これらの事案に対するイランによる報

9	 JCPOA：Joint Comprehensive Plan of Action

復攻撃など、イランをめぐる情勢は高い緊張状
態が継続している。日本は様々な機会を捉え、
首脳・外相レベルを含め、イランに対し、イラ
ンが影響力を持つ勢力に対して自制を強く働き
かけるよう求めている。
一方、イランをめぐる緊張緩和の動きも見ら

れた。イランは、2016年以降外交関係を断絶
していたサウジアラビアとの間で、イラクやオ
マーンによる仲介努力を経て、3月に中国が仲
介する形で外交関係正常化に合意した。また、
9月にはオマーンやカタールの仲介により、韓
国にあるイラン凍結資産が解放され、米・イラ
ン間の被拘束者の交換が実現した。
ロシアによるウクライナ侵略をめぐっては、

イランによるロシアへの無人航空機（ドロー
ン）の提供について、国際社会における非難を
受けた議論が継続している。
日本は、米国と同盟関係にあると同時に、イ

ランと長年良好な関係を維持してきており、保
健・医療、環境、防災など、イラン国民が直接
裨
ひ
益する分野での二国間協力を継続しているほ

か、イランにおけるアフガニスタン難民支援を
実施している。また、岸田総理大臣は、前年に
引き続き、9月に訪問中のニューヨーク（米国）
においてライースィ大統領と会談を行い、12
月には日・イラン首脳電話会談が行われた。ア
ブドラヒアン外相との間では、8月の訪日時に
林外務大臣が会談を行ったほか、上川外務大臣
が10月に電話で、12月には対面で同外相と会
談を行った。こうしたハイレベルの会談に加
え、4月及び12月に日・イラン次官級協議、1
月に日・イラン領事当局間協議、10月に日・
イラン人権対話、11月に日・イラン軍縮・不
拡散協議を行った。このように、日本は、イラ
ンとの様々なレベルでの重層的な対話を継続し
つつ、あらゆる機会を捉えて、イランに対し、
諸課題について懸念事項を直接伝達するなど、
中東地域における緊張緩和と情勢の安定化に向
けた独自の外交努力を行ってきている。
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（6）トルコ

トルコは、地政学上も重要な地域大国であ
り、北大西洋条約機構（NATO）加盟国とし
て地域の安全保障において重要な役割を果たし
ており、欧米、ロシア、中東、アジア、アフリ
カへの多角的な外交を積極的に展開している。
また、1890年のエルトゥールル号事件10に象
徴されるように、伝統的な親日国である。
2023年2月、トルコ南東部を震源とする大
地震が発生、多数の建物が倒壊し、犠牲者数が
約5万人に達する未曽有と言える大災害となっ
た。近年、高いインフレ率が市民の生活を圧迫
してきたことや、同震災対応に関するトルコ政
府への逆風もある中、5月、大統領選挙及び議
会選挙が実施された。大統領選挙においては決
選投票の末、エルドアン大統領が再選を果た
し、また議会選挙においてもエルドアン大統領
が率いる公正発展党（AKP）11などによる与党
連合が勝利した。同選挙により、エルドアン大
統領の任期は2028年までとなり、野党による
統一候補が当選を果たせず、2024年の地方選
挙を迎えることとなった。
外交面においては、深刻なインフレと経済危
機に直面し、大統領選挙に向けて、実利的な面
を優先して隣国との関係改善を図ってきた。
NATO加盟国としては、フィンランドの加盟
申請を容認した。一方、ハマスなどによるテロ
攻撃発生以降、イスラエル・パレスチナ情勢が
緊迫化したことを受け、関係改善中であったイ
スラエルを強く非難する姿勢を取っている。
日本との関係では、2月のトルコ南東部を震
源とする大規模地震を受け、日本政府は発災当
日に国際緊急援助隊・救助チーム、引き続いて
医療チーム及び専門家チームを派遣したほか、
自衛隊機を派遣して支援に必要な資機材などの
輸送を行った。また、JICAを通じて緊急援助
物資を供与したほか、国際機関及び日本の
NGOを通じて計850万ドルの緊急人道支援を

10	 エルトゥールル号事件の詳細については、外務省ホームページ参照： 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/ms/da/page22_001052.html

11	 AKP：Adalet ve Kalkınma Partisi

行った。加えて、復旧・復興に向け、がれき処
理や医療機材・重機などの供与を目的とする総
額50億円の無償資金協力の実施や被災地の復
旧・復興を支援するための800億円の借款の
供与などを表明した。また、9月のG20ニュー
デリー・サミット、12月のCOP28に際して、
岸田総理大臣とエルドアン大統領との間で首脳
会談を実施した。

（7）イラク

イラクは、2003年のイラク戦争後、2005
年に新憲法を制定し、民主的な選挙を経て成立
した政府が国家運営を担っている。
内政面では、2021年の国民議会選挙後に内

閣を組閣できない混乱状態が続いていたが、
2022年10月の新政府発足以降、広範な政治
勢力による支持を背景に、スーダーニー首相に
よる安定した政権運営が行われている。2023
年6月には、2023年度から2025年度3か年予
算法を施行し、予算の安定性と行政の継続性が
実現することとなった。また、10年ぶりとな
る県評議会選挙を12月に実施し、今後の地方
行政の強化と行政サービスの拡充が期待されて
いる。
スーダーニー政権発足後、イラクの国内治安

は大きく改善した一方、10月以降、「イラクの
イスラム抵抗」を名乗るイラク国内の親イラン
民兵組織によるイラク国内の米軍関係施設への
攻撃が相次ぎ、米軍による親イラン民兵組織へ
の反撃も行われるなど、イスラエル・パレスチ
ナ情勢がイラク国内情勢に影響を及ぼしてい
る。
外交面では、イラン、サウジアラビア、トル

コといった地域大国の間に位置し、近隣諸国と
の関係強化やバランス外交を志向している。3
月に中国の仲介によって実現したイランとサウ
ジアラビアの外交関係正常化に関する合意に至
る過程においては、イラクもオマーンとともに
仲介努力を行い貢献した。

10

156

しなやかで、揺るぎない地域外交第2章

DIPLOMATIC BLUEBOOK 2024

https://www.mofa.go.jp/mofaj/ms/da/page22_001052.html


日本は2003年以降、約138億ドル（2023
年末時点）の経済協力を実施するなど、一貫し
て対イラク支援を継続している。

（8）ヨルダン

ヨルダンは、混乱が続く中東地域において比
較的安定を維持しており、アブドッラー2世国
王のリーダーシップの下で行われている過激主
義対策、多数のシリア・パレスチナ難民の受入
れ、中東和平への積極的な関与など、ヨルダン
が地域の平和と安定のために果たしている役割
は、国際的にも高く評価されている。
日本との関係では、両国の皇室及び王室は伝
統的に友好な関係にあり、4月にはアブドッ
ラー2世国王及びフセイン皇太子が訪日した。
首脳レベルでは、4月に岸田総理大臣が同国
王と首脳会談を実施し、戦略的パートナーシッ
プの下、協力関係を今後更に発展させることを
確認した。10月には、ガザ地区をめぐる情勢
について同国王と首脳電話会談を実施した。岸
田総理大臣は12月にはCOP28に際して同国
王と首脳会談を実施し、ガザをめぐる情勢を中
心に協議を行い、地域の長期的な安定に向け
て、緊密に連携していくことを確認した。
外相レベルでは、林外務大臣が、3月に訪日
したサファディ副首相兼外相・移民相との間で
第3回外相間戦略対話を実施したほか、5月に
はシリアをめぐる情勢について電話会談を行っ
た。また、林外務大臣が9月にヨルダンを訪問
した際には、同国王及びハサーウネ首相を表敬
したほか、同外相と第4回外相間戦略対話を行
い、「二国家解決」に基づく中東和平実現及び
難民支援の重要性を共有した。10月には上川
外務大臣がガザをめぐる情勢について同外相と
の間で電話会談を行ったほか、11月にヨルダ
ンを訪問した際に外相会談を実施し、同月サン
フランシスコを訪問中にも外相電話会談を行っ
た。また、12月にジュネーブを訪問中にも外
相会談を行い、外相間で頻繁に会談を重ね、協

12	 CSPI：Comprehensive Strategic Partnership Initiative
13	 FTA：Free Trade Agreement

力関係を深めていることを歓迎し、ガザ地区に
おける人道状況の改善や事態の早期沈静化、及
び二国間協力の更なる発展に向けて、連携して
取り組んでいくことを確認した。
加えて、1月に西村康稔経済産業大臣、2月

に山﨑統合幕僚長、7月に河野太郎デジタル大
臣がヨルダンを訪問し、経済・安全保障面など
でも協力を積み重ねてきている。

（9）湾岸諸国とイエメン

湾岸諸国は、近年、脱炭素化や産業多角化な
どを重要課題として社会経済改革に取り組んで
いる。湾岸諸国は、日本にとってエネルギー安
全保障などの観点から重要なパートナーである
ことに加え、こうした改革は中東地域の長期的
な安定と繁栄に資するとの観点から、日本とし
ても、サウジアラビアとの「日・サウジ・ビ
ジョン2030」や、UAEとの「包括的・戦略的
パートナーシップ・イニシアティブ（CSPI）12」
などの下で幅広い分野の協力を進めている。岸
田総理大臣は7月にサウジアラビア、UAE、
カタールを訪問して各国首脳と会談を行い、中
東地域をクリーンエネルギーや重要鉱物のグ
ローバルな供給ハブとする構想を提案し、従来
の「産油国」と「消費国」という関係から、幅
広い分野におけるパートナーの関係へと発展さ
せると述べた。また、2009年以降交渉が中断
していた日・GCC自由貿易協定（FTA）13につ

第4回日・ヨルダン外相間戦略対話（9月3日、ヨルダン・アンマン）
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いて、2024年中に交渉を再開することで
GCC側と一致した。9月には林外務大臣がサ
ウジアラビアを訪問し、日・GCC外相会合に
加え、サウジアラビア、オマーン、クウェート
及びバーレーンの外相と会談を行った。また、
日本はスーダン情勢やガザ情勢を受けて湾岸諸
国と電話会談を行った。
サウジアラビアは石油輸出国機構（OPEC）14

で主導的な役割を担っており、日本の原油輸入
の約4割を供給するエネルギー安全保障上の重
要なパートナーである。また、同国はアラブ諸
国唯一のG20メンバーであり、イスラム教の
二大聖地を擁するアラブ・イスラム諸国の盟主
である。2023年には、イランとの外交関係正
常化、イエメンのホーシー派との直接協議、シ
リアのアラブ連盟復帰の働きかけ、ガザ情勢を
受けたアラブ連盟・イスラム協力機構（OIC）15

緊急共同サミットの開催など、アラブ・イスラ
ム諸国の外交政策の議論において主導的な役割
を担った。また、同国は、「サウジ・ビジョン
2030」を掲げ、包括的な社会経済改革を目指
し、様々な分野で新たなイニシアティブを推進
している。ムハンマド皇太子兼首相と岸田総理
大臣との7月及び9月の2回の会談、10月の2
回の電話会談、ファイサル外相と林外務大臣と
の4月の電話会談及び9月の会談、上川外務大
臣との10月の電話会談、深澤陽一外務大臣政
務官の12月の「日・サウジ・ビジョン2030」
第7回閣僚会合への出席などを通じ、「日・サ
ウジ・ビジョン2030」の枠組みの下での様々
な分野での協力や「クリーンエネルギー協力の
ための日・サウジ・ライトハウス・イニシア
ティブ」の下での協力を一層推進し、両国の戦
略的パートナーシップを強化させることを確認
した。
UAEも日本の原油輸入の約4割を供給する
エネルギー安全保障上の重要なパートナーであ
る。また、2023年、同国はCOP28の議長国
を務めたほか、安保理非常任理事国として、ア

14	 OPEC：Organization of the Petroleum Exporting Countries
15	 OIC：Organisation of Islamic Cooperation

フガニスタン問題では日本と共同で議論を主導
し、またガザ情勢に関する決議案を提案するな
ど、国際場裡

り
において重要な役割を担った。日

本は、岸田総理大臣とムハンマド大統領との7
月の会談、10月及び12月の電話会談、林外務
大臣による1月のサーイグ国務相、4月のジャー
ベル産業・先端技術相兼日本担当特使、4月
（電話）及び6月のアブダッラー外相との会談、
上川外務大臣の9月のジャーベル産業・先端技
術相兼日本担当特使とのCSPI第1回閣僚級会
合、10月のアブダッラー外相との電話会談な
どを通じ、「CSPI」の枠組みの下での様々な分
野での協力や「日・UAEイノベーション・
パートナーシップ」及び「グローバル・グリー
ン・エネルギー・ハブ」構想の下での協力を一
層推進し、両国の戦略的パートナーシップを強
化させることを確認した。また、防衛分野で
は、5月に署名した日・UAE防衛装備品・技
術移転協定が2024年1月に発効した。
カタールは、世界最大級の産ガス国でありつ

つ、イラン、タリバーン、ハマスなどとの独自
のチャンネルをいかし、米・タリバーン間の和
平交渉、米・イラン間の被拘束者交換の交渉、
イスラエル・ハマス間の人質解放をめぐる交渉
などを仲介し、存在感を高めている。日本はカ
タールとの間で、7月の岸田総理大臣の同国訪
問の際に、両国の包括的パートナーシップを戦
略的パートナーシップへと格上げしたほか、岸

日・UAE外相会談（6月12日、東京）
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田総理大臣がタミーム首長と10月に電話会談、
12月に会談を行い、また、1月に林外務大臣
とムハンマド副首相兼外相との間で第2回日・
カタール外相間戦略対話を、10月には上川外
務大臣とフライフィ外務省国務相との間で電話
会談を行った。
オマーンは、イランやホーシー派との独自の
チャンネルをいかし、サウジアラビア・イラン
間の外交関係正常化の交渉、サウジアラビア・
ホーシー派間の交渉、米・イラン間の被拘束者
交換の交渉などを仲介した。日本は、バドル外
相との間で、林外務大臣が3月及び9月に会談
を行い、上川外務大臣が11月に電話会談を
行った。
クウェートとは、1月の髙木啓外務大臣政務
官の同国訪問、9月の林外務大臣とサーレム外
相との会談のほか、12月にはナッワーフ首長
の薨

こう
去を受け、森英介総理特使（衆議院議員）

がクウェートを弔問し、ミシュアル新首長に弔
意を伝達した。
バーレーンとの間では、9月に日・バーレー
ン投資協定が発効したほか、同月、林外務大臣
とザヤーニ外相が会談を行った。
イエメンの安定は、中東地域全体の平和と安
定のみならず、日本のエネルギー安全保障に直
結するシーレーンの安全確保の観点からも重要
である。イエメンでは、イエメン正統政府及び
アラブ連合軍と、ホーシー派との間での衝突が
継続していたが、2022年4月に全土での停戦
が合意され、同年10月に同合意は失効したも
のの小康状態が継続している。2023年には、

オマーンの仲介により、サウジアラビアとホー
シー派との間での直接協議が複数回実施され、
イエメンの恒久的和平に向けた前向きな動きが
見られている。日本も、林外務省参与からホー
シー派交渉団長への働きかけなどを通じ、イエ
メン人同士の対話の実施に向けた外交努力を継
続している。ガザ地区をめぐる情勢を受け、
11月、ハマスとの連帯を掲げるホーシー派は、
イスラエル関係船舶に対する攻撃を行うことを
宣言し、紅海のイエメン沖において日本関係船
舶を「拿捕」するなど、紅海及びアデン湾など
において、船舶に対する攻撃を相次いで行って
いる。日本は、こうしたホーシー派の行動を断
固非難し、船舶の自由かつ安全な航行を阻害す
る行為の自制を求め、日本関係船舶・乗組員の
早期解放や周辺海域の安定化のため、関係国と
連携しながら取り組んでいる。2024年1月に
は、日本が米国と共に提案した、紅海上の船舶
に対するホーシー派のあらゆる攻撃の即時停止
を求める安保理決議2722号が採択された。一
方、紛争長期化により、イエメンは「世界最悪
の人道危機」とされる深刻な状況に直面してお
り、日本は2015年以降、国際機関などと連携
し、イエメンに対し、合計約4.3億ドル（2023
年末時点）の人道支援を実施している。

（10）シリア

ア	情勢の推移
2011年3月に始まったシリア危機は、発生

から12年が経過するも、なお情勢の安定化及
び危機の政治的解決に向けた見通しは立ってお
らず、2019年に国連の仲介により設立され政
権側及び反体制派側が一堂に会する「憲法委員
会」も1年以上実施されていない。一方、2月
6日に発生したトルコ南東部を震源とする大地
震により、北部を中心にシリアでも甚大な被害
が発生した（犠牲者は5,900人以上とされる。）。
シリア国内で人道支援を必要とする人々の規模
は2024年には1,670万人に上るとされており、
国内避難民の数も2023年末時点で720万人を
超えるなど、危機発生以降、人道支援ニーズが
最も高い状況にあるとされている。

日・カタール首脳会談
（7月18日、カタール・ドーハ　写真提供：内閣広報室）
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対外関係では、アサド政権を支持するロシア
やイランとの協力関係は維持されつつ、近年に
見られたアラブ諸国との関係改善の動きの一環
として、5月7日にはアラブ連盟外相級臨時会
合において同連盟への参加再開が決定された。
また9月にはアサド大統領による、19年ぶり
となる訪中が実施された。なお、欧米諸国は、
アサド政権による化学兵器使用や人権蹂

じゅう
躙
りん16

行為などを理由に、シリア政府との関係再開に
は依然として慎重な姿勢を維持している。
軍事・治安面では、首都ダマスカスの治安は
総じて維持されている一方、北部などを中心に
不安定な情勢が継続している。また10月7日
に発生したハマスなどによるイスラエルに対す
るテロ攻撃発生以降、イスラエル・パレスチナ
情勢が緊迫化したことを受け、シリア国内への
空爆などの攻撃が増大するなど、シリア情勢に
も影響を及ぼしている。

イ	日本の取組
日本は、一貫して、シリア危機の軍事的解決
はあり得ず、政治的解決が不可欠であると同時
に、人道状況の改善に向けて継続的な支援を行
うことが重要との立場をとっている。6月に開
催された「シリア及び地域の将来の支援に関す
る第7回ブリュッセル会合」には山田賢司外務
副大臣が出席し、人道支援における日本の揺る
ぎない決意を表明した。日本は、2012年以降、
総額約35億ドルの人道支援をシリア及び周辺
国に対して実施してきている（2023年末時
点）。

（11）レバノン

レバノンは、複合的危機による様々な課題に
直面する中、2022年10月末のアウン前大統
領の任期終了後、政治勢力間の対立などにより
議会での協議は妥結に至らず、新たな大統領の
選出も新内閣の組閣も実現しておらず、政治空
白が続いている。国際通貨基金（IMF）17との
事務レベル合意で提示された行財政改革は著し

16	 国家権力が、憲法に保障された国民の基本的人権を侵犯すること
17	 IMF：International Monetary Fund

く遅れており、公共サービスの機能不全や高い
インフレ率など、経済危機は長引いている。7
月以降には、レバノン国内のパレスチナ難民
キャンプで軍事衝突事案が発生した。さらに、
10月7日以降のガザ情勢の影響を受け、イス
ラエルと接する南部ではイスラエルとヒズボッ
ラーなどの間で軍事攻撃の応酬が継続してお
り、治安情勢や人道状況の更なる悪化が指摘さ
れている。
日本は、2012年以降、合計2億9,090万ド

ル以上の支援（広域支援を含む。）を行ってい
る（2023年末時点）。8月には山田外務副大臣
がベイルートを訪問し、ミカーティ暫定首相や
ベッリ国会議長などとの会談を実施した。ま
た、上川外務大臣は、12月にジュネーブを訪
問中にブハビーブ外務・移民相との間で外相会
談を行い、ガザ地区における人道状況の改善や
事態の早期沈静化に向けて、両国が引き続き連
携して取り組んでいくことを確認した。

	 3		 3	 北アフリカ地域情勢 
（エジプト、リビア、 
チュニジア、アルジェリア、
モロッコ）

（1）エジプト

中東・アフリカ・欧州地域が交差する地政学
的要衝に位置するエジプトは、人口1億人以上
を有する中東・北アフリカの地域大国である。
10月7日のハマスなどによるテロ攻撃発生以
降、イスラエル・パレスチナ情勢が緊迫化した
ことを受け、ガザ地区からの外国人などの退
避、国際機関や世界各国からの人道支援物資の
受入れ・ガザ地区への搬送や、カイロ平和サ
ミット開催を始めとする外交努力を通じて、情
勢の沈静化、地域全体の不安定化の防止、人道
状況改善の緊要性等の議論を主導するなど、地
域の安定のために重要な役割を果たしている。
12月には大統領選挙が実施され、ガザ情勢へ
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の対応を通じ国民の支持を集める現職のエル
シーシ大統領が投票総数の89.6％の得票を得
て3選を果たし、長期政権への道を開いた。
日本との関係では、4月に岸田総理大臣が日
本の総理として8年ぶりにエジプトを訪問して
エルシーシ大統領と首脳会談を行い、二国間関
係の戦略的パートナーシップへの格上げを発表
した（167ページ　特集参照）。9月には林外
務大臣がカイロを訪問、エルシーシ大統領を表
敬し、シュクリ外相と会談を行ったほか、中東
に関する日本・エジプト・ヨルダン三者閣僚級
協議及び第3回日・アラブ政治対話を開催した。
悪化するガザ情勢を受けて、岸田総理大臣は
10月17日及び11月29日にエルシーシ大統領
と電話で協議を行ったほか、12月1日には
UAEで開催された国連気候変動枠組条約第28
回締約国会議（COP28）の機会に同大統領と
の会談を実施し、二国間関係及び地域・国際情
勢について意見交換を行い、緊密な連携を確認
した。また、上川外務大臣はシュクリ外相と
10月12日及び11月14日に電話会談を行った
ほか、10月、主要国ハイレベルが出席したカ
イロ平和サミットに出席し、議長のエルシーシ
大統領とも意見交換を行った。
エジプト・イスラエル間の停戦監視活動など

を主要任務とするシナイ半島駐留多国籍部隊・
監視団（MFO）18には、2019年4月から自衛官

18	 MFO：Multinational Force and Observers
19	 LNA：Libyan National Army

2人を派遣してきたが、7月からは2人増員の
計4人の司令部要員を派遣しており、引き続き
地域の平和と安定に向けた貢献を行っている。

（2）リビア

リビアは、アフリカ1位の原油埋蔵量を誇る
エネルギー大国であるが、2011年のカダフィ
政権崩壊後、東西に政治勢力が並立する不安定
な状況が続いている。2019年4月には、東部
の実力者であるハフタル「リビア国軍（LNA）19」
総司令官がトリポリへの進軍を指示し武力衝突
に発展した。2020年10月に両勢力間が恒久
的停戦合意に署名して以降、東西両勢力間の武
力衝突事案は大幅に減少している。2023年9
月には、東部デルナを中心に洪水による甚大な
被害が発生した。
政治面では、国連主導の政治対話フォーラム

において2021年12月24日の独立記念日に大
統領選挙を含む一連の国政選挙を行うことにつ
いて基本的合意が成立したものの、2023年末
時点で実施に至っていない。2月にバシリー・
リビア担当国連事務総長特別代表が2023年内
の選挙実施に向けたイニシアティブを発表して
以降、引き続き国連主導による取組が進められ
ている。
日本は、9月にリビア東部において発生した

洪水を受け、JICAを通じて緊急援助物資を供
与したほか、総額300万ドルの緊急無償資金
協力を実施している。また、治安情勢に一定程
度改善が見られることなどを踏まえ、在リビア
日本国大使館は、2014年7月に大使館を一時
閉館して以来初めて、2024年1月にトリポリ
での業務を再開した。

（3）マグレブ諸国（チュニジア・ 
アルジェリア・モロッコ）

マグレブ地域は、欧州・中東・アフリカの結
節点に位置する地理的優位性や豊富な若年労働
力などによる高い潜在性から、アフリカにおい

第3回日・アラブ政治対話に臨む林外務大臣
（9月5日、エジプト・カイロ）
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て経済面で高い重要性を有している一方、引き
続き貧困層の拡大、地域格差や高失業率、食料
価格高騰の影響などの克服が課題となってい
る。加えて、リビアやサヘル地域からの武器や
不法移民の侵入による治安面への影響が懸念さ
れている。
チュニジアでは、2022年に施行された新憲
法の下、同年12月及び2023年1月に国民代
表議会選挙が実施され、新議会が成立した。ロ
シアによるウクライナ侵略や気候変動などによ
りチュニジアの経済・財政が影響を受ける中、
経済社会改革に取り組むことができるかが注目
されている。
日本との関係では、6月に山田外務副大臣が
チュニジアを訪問し、ブデン首相への表敬、ア
ンマール外相への表敬を行ったほか、第11回
日本・チュニジア合同委員会の日本側団長を務
め、二国間関係全般、地域情勢及び国際場裡に
おける協力について意見交換を行った。9月に
は、林外務大臣がエジプトでの日・アラブ政治
対話の機会にアンマール外相と外相会談を実施
した。また、12月には、第3回日・チュニジ
ア安全保障・テロ対策対話が実施されるなど、
政治面での協力が進んだ。
アルジェリアでは、2019年12月にテブン
新大統領が就任し、同大統領は「新しいアル
ジェリア」の実現に向けた経済改革の一環とし
て、2022年に投資法の改正などを実施した。
2023年11月にはラルバウィ首相を任命し、
2024年に控える大統領選挙での再選に向け、

今後の政権運営に注目が集まる。
日本との関係では、2月に租税条約（2024

年1月20日発効）、7月に合同経済委員会設置
協定の署名が行われ、経済関係の強化が期待さ
れる。6月には日・アルジェリア政策協議、12
月には10年ぶりに両国治安・テロ対策協議が
開催された。これらの会合では、両国を取り巻
く地域情勢などについて意見交換を行い、
2024年に議席を共にする国連安全保障理事会
を含む多数国間の枠組みでの連携を確認した。
また、JICAの技術協力事業による日本からの
水産専門家の派遣や、国際マンガフェスティバ
ルへの日本人映画監督の参加など、外交のみな
らず、多様な分野で二国間関係が進展してい
る。
モロッコでは、2021年9月の衆議院議員選

挙を受け発足したアハヌーシュ・独立国民連合
（RNI）党首率いる連立内閣が、保健・教育・
社会保障・税制改革に加え、モハメッド6世国
王が提唱する「新しい発展モデル」の実施に注
力している。また、洪水、干ばつなどの気候変
動リスクを抱えるモロッコではグリーン経済へ
の移行に向け積極的な取組を進めている。9月
には中部山間部において、マグニチュード6.8
の地震が発生し甚大な被害が出る中、10月に
マラケシュで世界銀行・IMF年次総会が開催
され、日本からは鈴木俊一財務大臣及び植田和
男日銀総裁が出席した。
日本との関係では、3月には、タールビー・

エル・アラミー衆議院議長が日本を公式訪問
し、国会関係者と面談を実施した。林外務大臣
が9月、エジプトで開催された第3回日・アラ
ブ政治対話の機会にブリタ外相と外相会談を行
い、幅広い分野で両国の協力関係を一層強化し
ていくことを確認した。また同月に発生した同
国中部における地震被害に対して、総額300
万ドルの緊急人道支援を実施した。

第11回日本・チュニジア合同委員会で団長を務める山田外務副大臣 
（6月16日、チュニジア・チュニス）
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かつては映画や音楽も禁止され、保守的で閉鎖的とのイメージが強かった中東の大国サウジアラビ
アでは、観光の解禁、女性の一層の社会進出など、従来想像されていなかったレベルでの変化が

進んでおり、日本との交流もますます盛んになってきています。
その変化の一つとして、同国では大規模な国民的娯楽イベントが定期的に開催されています。2023年

は、イスラムの聖地マッカ（アラビア語読み。英語読みでは「メッカ」）まで車で1時間のジッダで
「2023年ジッダイベントカレンダー」が開催され、その一環として4月から6月まで日本のカルチャー
を体験するイベントエリア「アニメビレッジ」が開設されました。そこでは、たくさんの日本人アーティ
ストが夜に熱演を繰り広げ、現地の若者たちの熱狂に包まれました。
また、首都リヤド市内のエンタテイメントエリア

「ブルバードワールド」1内では、「2022年リヤド・
シーズン」の開催に際して「ジャパンアニメタウン」
が開設され、2022年12月の約1か月間にわたり、日
本人アーティストが毎週ライブを行いました。
実際にジッダとリヤドでのイベントで公演した日本

人アニメソング歌手で、アニメ「BORUTO-ボルト- 
NARUTO NEXT GENERATIONS」などのテーマ
ソングを公演したhalcaさんは、その感動について次
のようにコメントしています。

（halcaさんからのコメント）
リヤドとジッダで過ごした時間と経験は、私にとってかけがえのないものになりました。サウジ

アラビアで起こった全てのことに大きな喜びを感じ、とても感謝しています。
どこへ行って誰と会っても笑顔の人ばかりで、その豊かな感情表現は私がライブでパフォーマン

スを披露している最中にも様々な形で伝わってきました。両手を上げて穏やかに揺れながら聴いて
くれた人、指先や手のひら、全身を使ってハートマークを私に向けてくれた人、ロングトーンのあ
とに大きな拍手を送ってくれた人、それぞれが自由に音楽を楽しんでいる姿がとても輝かしく見え
ました。
リヤド、ジッダどちらのライブも非常に密度の高い歓声に包まれ、熱く心が満たされ、この経験

が私にとって確かな自信に繋
つな
がったのを今でも実感しています。自身の体験から、お互いを認め合

い、愛し合うことで人々は大きな成長を遂げる可能性を感じました。
私を迎えてくれたサウジアラビアの皆さんとの思い出は、これから先も私の心に深く残るでしょ

う。そして、この美しい気持ちと思い出を日本に持ち帰り、サウジアラビアとその人々の素晴らし
さを日本の皆さんに伝えていきたいです。音楽やアニメ、言葉を超えた様々なことに思いを託して、
両国の絆

きずな
が強まりますようにという期待を込めて。

2023年ジッダイベントカレンダー会場シティウォーク内のアニメ
ビレッジでのhalcaさんのコンサート

サウジアラビアで熱狂に
包まれる日本人ポップアーティスト

コラム
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ジッダへの日本人アーティスト派遣業務を請け負った
株式会社ソニー・ミュージックエンタテインメントから
は、「社会・文化面の自由化が著しいサウジアラビアに
おいて日本のアニメ・ゲームや音楽といったエンタメが
広く受け入れられていることを実感しており、今後もサ
ウジアラビアの人たちに喜んでいただけるようなコンテ
ンツやイベントを展開していければと思っております。」
という感想が寄せられました。
また、2023年は、文化面のみならず、政治面での交

流も両国間で進みました。7月、岸田総理大臣はジッダ
で会談したムハンマド皇太子兼首相に、両国の協力枠組み「日・サウジ・ビジョン2030」の第2章を
「ザ・ジャーニー」2と銘打ち、協力を一層拡大させていきたい、と伝えました。外交関係樹立70周年の
節目となる2025年を目前に控え、この両国の新たな旅立ちに際し、一層多くの日本の方々がこの新しい
サウジアラビアの魅力に触れ、更に幅広い分野と多様なレベルで交流が深まることが期待されます。

1　 「ブルバードワールド」は、日本を含めた世界10か国の文化や料理を紹介し、レストランや市場、芸術を通じて、それぞれの国を体験できる
エリア

2　 2021年、ムハンマド皇太子兼首相が設立したミスク財団傘下のアニメーション制作会社と日本のアニメーション制作会社が合同で制作した
日・サウジ合作アニメ映画「The Journey」にちなんだもの

ムハンマド皇太子兼首相の出迎えを受ける岸田総理大臣
（7月16日、サウジアラビア・ジッダ　写真提供：内閣広報室）

「大エジプト博物館建設計画は、両国の友好協力関係の新たなランドマークである。」という安倍
総理大臣の思いを未来につなぐため、日本は大エジプト博物館建設に当たり、独立行政法人国

際協力機構（JICA）を通じて総工費の約60％に当たる約842億円の円借款供与と、収蔵品、展示品の保
存修復、展示方法、博物館運営に関する技術協力、そして別館に展示される「クフ王第2太陽の船」の
復原への支援など、開館に向けた包括的な協力を実施してきています。
ギザの三大ピラミッドから北へ約2キロメートルの地

に建つ大エジプト博物館は、単一文明を扱う博物館とし
て世界一の大きさを誇り（敷地面積約47ヘクタール）、
誰もが息を飲む美しくモダンなデザインの建物です。外
壁には昼と夜で表情を変える透き通ったアラバスター石
が使用され、建物に入ると、約3,200年前に権勢を誇っ
たラムセス2世の巨像が設置された6階建ての高さに匹
敵するグランドホール、そして古代エジプトの石像など グランドホールに設置されたラムセス二世の巨像

大エジプト博物館建設こぼれ話
―飛行機のエチケット袋が歴史を作ることもある！？―

JICA専門家 大エジプト博物館第一館長補　鈴木彰

コラム
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22が居並ぶ大階段を上れば世界に名だたるツタンカーメン王のコレクションを集めたツタンカーメンギャ
ラリー、古王国からグレコローマン時代までの3千数百年にわたるコレクションを一堂に集めた常設展
示ギャラリーが来館者を出迎えます。そして、大階段の先にある全面ガラス張りの大きな窓から一望で
きるピラミッド群―古代エジプトの至宝を展示するにふさわしい、この見事な素晴らしい博物館をデ
ザインしたのはいったいどんな建築家なのでしょう。
今から20年以上遡る2002年1月、博物館のデザインコンペティションが、ユネスコの支援の下、全

世界に向けて発表されました。ダブリン（アイルランド）の建築事務所ヘネガン・ペン・アーキテクツ
（heneghan peng architects）のヘネガン氏とペン氏は、応募に向けて現地を視察するためにエジプト
行きの飛行機に飛び乗り、建設予定地に急ぎました。ギザのピラミッド群を臨むどこまでも広大な砂漠
の大地に立ち、二人は何を考え、語り合い、どんなデザインの構想を思い描いたのでしょうか。その後
ダブリンに戻る飛行機の中で、彼らはおもむろに座席前にあったブリティッシュ・エアウェイズのエチ
ケット袋を手で切り開き、博物館建設予定地の北端を始点として、そこから南にそびえ立つクフ王、カ
フラー王、メンカウラー王の3大ピラミッドの頂点に続く3本の軸を想定、その形を基に博物館のデザイ
ンの素描を書き上げたそうです。
翌2003年6月2日、世界83か国、1,557件の応募があった中、並み居る強豪設計事務所を抑え、みご

と最優秀賞を得たのはこのダブリンの新進気鋭の建築事務所ヘネガン・ペン・アーキテクツでした。
今、私の目の前にそびえ建つ、この壮大で、ギザのピラミッドの歴史にどこまでも溶け込む美しい大

エジプト博物館の「はじめの一歩」が、機内のエチケット袋に描かれた小さなデッサンだったとは、な
んとも意外で微

ほほ え
笑ましい、この博物館建設一大プロジェクトの歴史の一コマに記す価値のあるエピソー

ドではないでしょうか。
開館を控え、世界が注目する大

エジプト博物館。ツタンカーメン
の黄金のマスクを始め、これまで
未公開としてきた至宝も数多く展
示される予定です。日本の支援に
よるこの壮大なプロジェクトが、
真に両国の架け橋になることを確
信しています。

博物館北端からピラミッドを結ぶ、ヘネガン・ペン・アーキテクツの建築デザイン案（左）
現在の博物館をドローンから撮影した画像（右）


